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法令5

関 法基通 15-1-1、15-1-4、
【照会事項】 鷹 l5-1-5、15-1-・6、15--1-・7

収益事業以外の事業から得た資金及び寄附により得た資金をビットコ イ し~ 特定非営利活動促進法

担当
作野審理専門官 （法人） 岡本上席

ン等に投資した場合の運用益には、法人税が課されないと考えてよいか。

【照会内容】

1 

2、70

以下「照会法人」と いう。）は、非収益事業（収益事業以

外の事業をいう。）から生じた資金及び寄附により得た資金を、暗号資産 （ビット コイン等）に投資 （以

下「本件取引」という。）している。

2 質問事項

本件取引で得た利益については、法人税法施行令第 5条に規定する 34の事業に該当しない（非収益

事業に該当する）から、法人税が課されないと考えてよいか。

【回答要旨】

前提条件からすれば、①本件取引は、非収益事業から生じた資金及び寄附により得た資金が原資であ

ることから、②法人税法施行令第 5条に規定する 34の事業（付随事業を含む。）のいずれにも該当しな

いため、法人税は課されない。

なお、上記の回答は、照会法人が申し立てる各事実を前提とするものであ り、前提となる事実関係が

異なることとなった場合には、上記回答と異なる課税関係となる可能性がある旨申し添える。

※ 照会者が行っている事業が、収益事業に該当するか否かの判断は行っていない。

他署 I要（ ． ． ）回 1庁連絡 掲示板 I有（ ． ． ）日付

※
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【検討内容】

第 1 前提事実

1 法人の概要

は
2

2 対象となる取引（本件取引）の概要

-::"’’’]:Rの音;;;;言言門門万胃9ょ::'’ご言言金の
本件取引によって吸得した利益は、'’’-となどに使用する

予定である。

第2 照会の内容

1 照会の内容

本件取引から得た利益については、法人税法第2条 13号、法人税法施行令5条に規定する収益

事業に該当しないため、課税所得を構成しないことから、法人税が課税されないと考えてよいか。

第3 関係法令等

1 特定非営利活動促進法

(1) 特定非営利活動促進法 （以下 「促進法」という。 ）第 1条 （目的）は、 「特定非営利活

動を行う団体に法人格を付与すること並びに運営組織及び事業活動が適正であって公益の増

進に資する特定非営利活動法人の認定に係る制度を設けること等により、ボランティア活動を

はじめとする市民が行う自由な社会貢献活動としての特定非営利活動の健全な発展を促進し、

もって公益の増進に寄与する ことを目的とする。」と規定している。
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(2) 促進法第 2条（定義）第2項は、 「この法律において「特定非営利活動法人」とは、特定非営

利活動を行 ーことを主たる目的とし 1の各号のいずれにも該当する、体であって、この法律

の定めるところにより設立された法人をいう。」と規定している。

イ 次のいずれにも該当する団体であって、営利を目的としないものであること。 (1号該当）．

（イ）社員の資格の得喪に関して、不当な条件を付さないこと。

(n)役員のうち報酬を受ける者の数が、役員総数の三分の一以下であること。

ロ その行う活動が次のいずれにも該当する団体であること。 (2号該当）

（イ） 宗教の教義を広め、儀式行事を行い、及び信者を教化育成することを主たる 目的とする

ものでないこと。

(n)政治上の主義を推進し、 支持し、又はこれに反対する ことを主たる目的とするものでな

いこと。

（ハ） 特定の公職（中略）の候補者（中略）若しくは公職にある者又は政党を推應し、支持し、

又はこれらに反対することを目的とするものでないこと。

(3) 促進法第 5条（その他の事業）第 1項は、「特定非営利活動法人は、その行う特定非営利活動

に係る事業に支障がない限り、当該特定非営利活動に係る事業以外の事業（以下「その他の事

業」という。）を行うことができる。この場合において、利益を生じたときは、これを当該特定

非営利活動に係る事業のために使用しなければならない。」と、また、同条第 2項は、「その他

の事業に関する会計は、当該特定非営利活動法人の行う特定非営利活動に係る事業に関する会

計から区分し、特別の会計として経理しなければならない。」と規定している。

(4) 促進法第 70条は、特定非営利活動法人は、法人税法その他法人税に関する法令の規定の

適用については、同法第 2条第 6号に規定する公益法人等とみなす旨規定していることか

ら、特定非営利活動法人は、収益事業を行う場合に限り、法人税の納税義務を負う ことにな

る。

2 法人税法等

(1) 法人税法第4条は、「内国法人は、 この法律により法人税を納める義務がある。ただし、公益

法人等（中略）については、収益事業を行う場合（中略）に限る。」とし、法人税の納税義務者

について規定している。

そして、法人税法第2条《定義》第 6号において、公益法人等とは、別表第二に掲げる法

人をいう旨、また、同条第 13号において、収益事業とは、販売業、製造業その他の政令で定

める事業で、継続して事業場を設けて行われるものをいう旨規定している。

(2) 法人税法施行令第 5条《収益事業の範囲》第 1項は、上記(1)に規定する政令で定める事

業としては、物品販売業等の 34の事業（その性質上その事業に付随して行われる行為を含

む。）を限定列挙している。

(3) 法人税法施行令第 6条《収益事業を行う法人の経理の区分》は、公益法人等及び人格のな

い社団等は、収益事業から生ずる所得に関する経理と収益事業以外の事業から生ずる所得に関

する経理とを区分して行わなければならない。

3 法人税基本通達

法人税基本通達（以下「基本通達」という。）は、 収益事業の範囲に関し、特に留意すべき事項

について、その取扱いを定めている。

(1) 基本通達 15-1-1 （公益法人等の本来の事業が収益事業に該当する場合）

公益法人等（中略）が令第5条第 1項各号（収益事業の範囲）に掲げる事業のいずれかに該

当する事業を行う場合には、たとえその行う事業が当該公益法人等の本来の目的たる事業であ

るときであっても、当該事業から生ずる所得については法人税が課される ことに留意する。

(2) 基本通達 15-1 -4 （事業場を設けて行われる もの）

-3 -



法第 2条第 13号（収益事業の意義） の 「事業場を設けて行われるもの」には、常時店舗、事

務所等事業活動の拠点となる一定の場所を設けてその事業を行うもののほか、必要に応じて随

時その事業活動のための場所を設け、又は既存の施設を利用してその事業活動を行うものが含

まれる。したがって、移動販売、移動演劇興行等のようにその事業活動を行う場所が転々と移

動するものであっても、「事業場を設けて行われるもの」に該当する。

(3) 基本通達 15-1 -5 （継続して行われるもの）

法第 2条第 13号（収益事業の意義）の「継続して（中略）行われるもの」には、各事業年度の

全期間を通じて継続して事業活動を行うもののほか、次のようなものが含まれることに留意す

る。

イ 例えば土地の造成及び分譲、全集又は事典の出版等のように、通常ーの事業計画に基づく

事業の遂行に相当期間を要するもの

ロ 例えば海水浴場における席貸し等又は縁日における物品販売のよ うに、通常相当期間にわ

たって継続して行われるもの又は定期的に、若しくは不定期に反復して行われるもの

(4) 基本通達 15-1 -6 （付随行為）

令第 5条第 1項（収益事業の範囲）に規定する「その性質上その事業に附随して行われる行

為」とは、例えば、公益法人等が収益事業から生じた所得を預金、有価証券等に運用する行為

のように、通常その収益事業に係る事業活動の一環として、又はこれに関連して行われる行為

をいう。

(5) 基本通達 15-1 -7 （収益事業の所得の運用）

公益法人等が、収益事業から生じた所得を預金、有価証券等に運用する場合においても、当

該預金、有価証券等のうち当該収益事業の運営のために通常必要と認められる金額に見合うも

の以外のものにつき、収益事業以外の事業に属する資産として区分経理をしたときは、その区

分経理に係る資産を運用する行為は、 15-1 -6にかかわらず、収益事業に付随して行われる

行為に含めないことができる。

（注） この場合、公益法人等（人格のない社団等並びに非営利型法人及び規則第 22条の 4各号

に掲げる法人を除く。）のその区分経理をした金額については、法第 37条第 5項（公益法

人等のみなし寄附金）の規定の適用がある。

(6) 基本通達 15-1 -27（請負業の範囲）

令第5条第 1項第 10号の請負業には、事務処理の委託を受ける業が含まれるから、他の者の

委託に基づいて行う調査、研究、情報の収集及び提供、為替業務、検査、検定等の事業は請負

業に該当する。

(7) 基本通達 15-1....:....44（周旋業の範囲）

令第 5条第 1項第 17号の周旋業とは、他の者のために商行為以外の行為の媒介、代理、取次

ぎ等を行う事業をいい、例えば不動産仲介業、債権取立業、職業紹介所、結婚相談所等に係る

事業がこれに該当する。

(8) 基本通達 15-2 -3 （収益事業に属するものとして区分された資産等の処理）

収益事業を開始した日において、令第6条（収益事業を行う法人の経理の区分）の規定によ

り収益事業以外の事業に属する資産及び外部負債につき収益事業に属するものとして区分経理

した場合における当該資産の額の合計額から当該外部負債の額の合計額を減算した金額を元入

金として経理したとしても、当該金額は、資本金等の額及び利益積立金額のいずれにも該当し

ないことに留意する。

その後において、収益事業以外の事業に属する金銭その他資産につき収益事業に属するもの

として区分経理した場合における当該金銭その他の資産の価額についても、同様とする。

（注） 収益事業に属するものとして区分経理した金額を、他会計振替額等の勘定科目により収

益又は費用として経理した場合には、当該金額は益金の額又は損金の額に算入されない。

(9) 基本通達 15-2 -4 （公益法人等のみなし寄附金）
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公益法人等（非営利型法人及び規則第22条の4各号に掲げる法人を除く。）が収益事業に属

する金銭その他の資産につき収益事業以外の事業に属するものとして区分経理をした場合にお

いても、その一方において収益事業以外の事業から収益事業へその金銭等の額に見合う金額に

相当する元入れがあったものとして経理するなど実質的に収益事業から収益事業以外の事業へ

の金銭等の支出がなかったと認められるときは、当該区分経理をした金額については法第 37

条第5項 （公益法人等のみなし寄附金）の規定の適用がないものとする。

第4 本件取引への当てはめ

1 特定非営利活動法人に対する課税について

公益法人等は、収益事業を行う場合に、当該事業に係る収益について納税義務が生じ、収益事業

以外の部分については課税されないこととされている（法法4)。

そして、特定非営利活動法人は、法人税法その他法人税に関する法令の規定の適用については、

公益法人等とみなされるから、特定非営利活動法人は、収益事業を行う場合に限り、法人税の納

税義務を負うことになる（促進法第70条）。

また、この場合の収益事業とは、販売業、製造業その他一定の事業で、継続して事業場を設けて

営まれるものをいうとされている（法2十三）。

2 照会法人が行う取引の収益事業の該当性

(1) 照会者の前提条件からすれば、本件取引は、寄附金及び非収益事業によ り獲得した資金の

一部が原資であり、当該資金を暗号資産（ビットコイン等）に投資したとしても、法人税法施

行令第 5条第 1項が規定する物品販売業等の 34の事業に該当しない（収益事業に付随して

行われるものでもない。） 。

したがって、照会法人が、本件取引から得た利益は、収益事業に該当せず、法人税は課税

されない。

(2) なお、照会法人が行う事業が収益事業であるか収益事業以外の事業であるかについては、詳

細な事実認定等が必要であるため、本案では検討できていない。

仮に、上記第 1の1(2)の照会法人が行う事業が収益事業である場合には、それを原資とした

部分については、収益事業の付随事業であるとして、収益事業に該当し、法人税が課される こ

ととなる。

3 その他

上記のとお り、照会法人が行う取引によ り得た利益は、収益事業に該当せず、法人税は課税さ

れないが、照会法人は、「事業場を設けて行われるもの」及び「継続して行われるもの」のいずれ

にも該当しないとしているため、この点について補足する。

(1) 「事業場を設けて行われるもの」について

基本通達 15-1 -4は、常時店舗、事務所等事業活動の拠点となる一定の場所を設けてその

事業を行うもののほか、必要に応じて随時その事業活動のための場所を設け、又は既存の施設

を利用してその事業活動を行うものが含まれるとの解釈を示している。

このことからすると、およそその事業の性質に応じて、事業活動上の拠点としての機能を持

つものであればよく、通常、継続的に行われる事業であれば、よほどの事情がない限り「事業

場を設けて行われるもの」に該当する。（コメ解説）

本件取引についてみると、暗号資産の投資のためのみに事務所等を設けてはいないが、照会

法人はそもそも事業所を有しており、かつ、本件取引は単発ではなく、下記のとお り継続して

行われるのであるから、「事業場を設けて行われるもの」に該当する。

(2) 「継続して行われるもの」について
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基本通達 15-1 -5は、法第2条第 13号（収益事業の意義） の 「継続して （中略）行われる

もの」には、各事業年度の全期間を通じて継続して事業活動を行うもののほか、通常ーの事業

計画に基づく事業の遂行に相当期間を要するもの、通常相当期間にわたって継続して行われる

もの又は定期的に、若しくは不定期に反復して行われるものが含まれるとの解釈を示している。

暗号資産への投資は、通常、短期間・一回の取引であることはなく、本件取引についても、

照会法人は、今後、暗号資産への投資を行ってい くとのことであるから、「継続して行われるも

の」に該当する。
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